
資料２ 

住宅セーフティネットに関する取組みについて住宅セ フティネットに関する取組みについて 

平成22年10月1日 

国土交通省住宅局 



１．子育て世帯、障害者世帯、高齢者世帯の現状と課題 
 （１）子育て世帯の現状 

（２）「子ども・子育てビジョン（平成22年１月29日閣議決定）」の概要 （２）「子ども・子育てビジョン（平成22年１月29日閣議決定）」の概要

 （３）障害者世帯の現状 

 （４）障害者保健福祉について 

 （５）高齢者世帯の現状 

（６）高齢者住まい法の改正について （６）高齢者住まい法の改正について

 （７）子育て世帯、障害者世帯、高齢者世帯を取巻く課題 

 
２．住宅セーフティネットに関する取組みについて 

（１）住宅セーフティネット法の概要 （１）住宅セーフティネット法の概要

 （２）重層的かつ柔軟な住宅セーフティネットの構築 

 （３）公営住宅の現状 

 （４）公営住宅における子育て世帯、障害者世帯、高齢者世帯の取扱い 

（５）地域優良賃貸住宅における子育て世帯 障害者世帯 高齢者世帯の取扱い （５）地域優良賃貸住宅における子育て世帯、障害者世帯、高齢者世帯の取扱い

 （６）住宅セーフティネット法に基づく居住支援協議会の概要 

 （７）まちづくりに関連して整備される子育て支援施設等への支援 

 （８）高齢者居住安定化推進事業の概要 

（９）高齢者等の住み替え支援制度の概要 （９）高齢者等の住み替え支援制度の概要

 （10）賃借人の居住の安定を確保するための家賃債務保証業の業務の適正化及び家賃等の取立て行為の規制等に関す

る法律案 

 
３ 具体の取組み事例３．具体の取組み事例
 （１）安心して居住できる民間賃貸住宅の誘導施策の事例 

 （２）ケアの専門家と設計者・施工者の連携体制の事例 

 （３）公的賃貸住宅団地地域福祉拠点化の事例① 

（４）公的賃貸住宅団地地域福祉拠点化の事例② （４）公的賃貸住宅団地地域福祉拠点化の事例②

 （５）平成22年度高齢者等居住安定化推進事業選定事例（一般部門） 

 （６）平成22年度高齢者等居住安定化推進事業選定事例（公的賃貸住宅団地地域福祉拠点化部門） 
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１ 子育て世帯 障害者世帯 高齢者世帯の現状と課題１．子育て世帯、障害者世帯、高齢者世帯の現状と課題



（１）子 育 て 世 帯 の 現 状① 

少子高齢化が進行 
数 び 特殊 率 推 ■人口構造の推移と見通し■出生数及び合計特殊出生率の年次推移 ■人口構造の推移と見通し

第1次ベビーブーム 
（昭和22～24年） 
最高の出生数 

2,696,638人 

昭和41年 
ひのえうま 

第2次ベビーブーム 
（昭和46～49年） 

2,091,983人 
平成20年 ひのえうま 

1,360,974人 
1.57ショック（平成元年） 

1,246,802人 
平成17年 

最低の出生数 
1,062,530人 

4.32 

2.14

平成20年 
1,091,150人 

1.58 1.57 
1.26 

1.37 

■世帯人員構成の推移 

核家族世帯（夫婦と子）が減少し、単独世帯が増加 

一世帯当たり人員 

35,824 
37,980 

40,670 
43,900 

46,782 
49,063 50,287 50,600 50,441 49,837 48,802 

(S55) (S60) (H02) (H07) (H12) (H17) (H22) (H27) (H32) (H37) (H42) 

（資料）平成17年度（2005年）まで：国勢調査［総務省］ 
平成22年度（2010年）以降：日本の世帯数の将来推計（全国推計）（2008年（平成20年）3月推計）〔国立社会保障・人口問題研究所〕 4 



（１）子 育 て 世 帯 の 現 状② 

子育て世代の所得の減少 保育所待機児童数の増加 
■子育て世代の所得分布 

収入階級別雇用者構成（30代） 

保育所待機児童数と保育所定員の推移 

資料：総務省統計局「就業構造基本調査」 
資料：「平成22年版 子ども・子育て白書」 

「幼稚園・小学校などの利便」、「子育て支援サービスの状況」、「託児・保育所などの利便」が概ね２割を占める 

全国総計 

うち南関東 

うち中部 

うち近畿 

5 資料）平成20年住生活総合調査（国土交通省） 



（２）「子ども・子育てビジョン（平成22年1月29日閣議決定） 」の概要 

家 族 や 親 が 子 育 て を 担 う 社 会 全 体 で 子 育 て を 支 え る 

●子どもが主人公（チルドレン・ファースト） ●「少子化対策」から「子ども・子育て支援」へ ●生活と仕事と子育ての調和 

家 族 や 親 が 子 育 て を 担 う 
≪ 個 人 に 過 重 な 負 担 ≫ 

社 会 全 体 で 子 育 て を 支 え る
≪ 個 人 の 希 望 の 実 現 ≫ 

 １ 社会全体で子育てを支える 
   ○ 子どもを大切にする 
  ○ ライフサイクル全体を通じて社会的に支える 

 
 基本的考え方 

 ２ 「希望」がかなえられる 
   ○ 生活、仕事、子育てを総合的に支える 
  ○ 格差や貧困を解消する 

 
 

子どもと子育てを応援する社会 

  ○ 地域のネットワークで支える    ○ 持続可能で活力ある経済社会が実現する 

◎ 生命（いのち）と育ちを大切にする 

 
 
 

３つの大切な姿勢 ◎ 困っている声に応える ◎ 生活（くらし）を支える 

目指すべき社会への政策４本柱と１２の主要施策 

１ 子どもの育ちを支え 若者が安心して成長できる社会へ ３ 多様なネ トワ クで子育て力のある地域社会１．子どもの育ちを支え、若者が安心して成長できる社会へ
（１）子どもを社会全体で支えるとともに、教育機会の確保を 

   ・子ども手当の創設 

   ・高校の実質無償化、奨学金の充実等、学校の教育環境の整備 

（２）意欲を持って就業と自立に向かえるように 

非正規雇用対策の推進 若者の就労支援（キャリア教育 ジョブ カ ド等）

３．多様なネットワークで子育て力のある地域社会へ

 （９）子育て支援の拠点やネットワークの充実が図られるように 

   ・乳児の全戸訪問等（こんにちは赤ちゃん事業等） 

   ・地域子育て支援拠点の設置促進 

   ・ファミリー・サポート・センターの普及促進 

   ・非正規雇用対策の推進、若者の就労支援（キャリア教育・ジョブ・カード等）

（３）社会生活に必要なことを学ぶ機会を 

   ・学校・家庭・地域の取組、地域ぐるみで子どもの教育に取り組む環境整備 

２．妊娠、出産、子育ての希望が実現できる社会へ 
（４）安心して妊娠・出産できるように

   ・商店街の空き店舗や学校の余裕教室･幼稚園の活用 

   ・NPO法人等の地域子育て活動の支援 

（10）子どもが住まいやまちの中で安全・安心にくらせるように 

   ・良質なファミリー向け賃貸住宅の供給促進 

   ・子育てバリアフリーの推進（段差の解消、子育て世帯にやさしいトイレの整備等） 

交通安全教育等 推進（幼児 人同乗 自転車 安全利 普 等）
（４）安心して妊娠 出産できるように 

   ・早期の妊娠届出の勧奨、妊婦健診の公費負担 

   ・相談支援体制の整備（妊娠・出産、人工妊娠中絶等） 

   ・不妊治療に関する相談や経済的負担の軽減 

（５）誰もが希望する幼児教育と保育サービスを受けられるように 

   ・潜在的な保育ニーズの充足も視野に入れた保育所待機児童の解消（余裕教室の活用等） 

新たな次世代育成支援のための包括的 元的な制度の構築に向けた検討

  ・交通安全教育等の推進（幼児二人同乗用自転車の安全利用の普及等）

４．男性も女性も仕事と生活が調和する社会へ（ワーク・ライフ・バランスの実現） 

（11）働き方の見直しを 

   ・「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び「行動指針」に基づく取組 
の推進   ・新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な制度の構築に向けた検討

   ・幼児教育と保育の総合的な提供（幼保一体化） 

   ・放課後子どもプランの推進、放課後児童クラブの充実 

（６）子どもの健康と安全を守り、安心して医療にかかれるように 

   ・小児医療の体制の確保 

（７）ひとり親家庭の子どもが困らないように 

 の推進 

   ・長時間労働の抑制及び年次有給休暇の取得促進 

   ・テレワークの推進 

   ・男性の育児休業の取得促進（パパ・ママ育休プラス） 

（12）仕事と家庭が両立できる職場環境の実現を 

・育児休業や短時間勤務等の両立支援制度の定着
   ・児童扶養手当を父子家庭にも支給、生活保護の母子加算 

（８）特に支援が必要な子どもが健やかに育つように 

   ・障害のある子どもへのライフステージに応じた一貫した支援の強化 

   ・児童虐待の防止、家庭的養護の推進（ファミリーホームの拡充等） 

  ・育児休業や短時間勤務等の両立支援制度の定着

   ・一般事業主行動計画（次世代育成支援対策推進法）の策定・公表の促進 

   ・次世代認定マーク（くるみん）の周知・取組促進 

   ・入札手続等における対応の検討 
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（３）障 害 者 世 帯 の 現 状 

障害者の数（在宅・施設） 全世帯平均に比べ、障害者世帯の公営住宅の入居率は高い 

身体障害者（児） 
３６６．３万人

知的障害者（児） 
５４．７万人

精神障害者 
３２３．３万人 

障害者総数   ７４４．２万人（人口の約５．８％）    

 うち在宅     ６８９．５万人（９２．６％） 
 うち施設入所   ５４．８万人（ ７．４％） 持ち家 民間賃貸住宅 公営住宅 

公社・公団等の住宅 社宅などの給与住宅 グループホーム等 
その他 

0 8%
1.8% 

■地方公共団体独自調査による障がい者世帯の住まいの状況 

在宅身体障害者（児） 
３５７．６万人（９７．６％） 

在宅知的 
障害者（児） 
４１．９万人 
（７６．６％） 

在宅精神障害者 
２９０．０万人（８９．７％） 

施設入所

人 人 人

東京都 持ち家 
58.1% 

民間賃貸住宅 
17.3% 

公営住宅 
16.2% 

3.5% 
0.6% 4.8% 

5.0% 
0.8%

0.8% 

施設入所身体障害者（児）  
８．７万人（２．４％）  

施設入所
知的障害者（児） 

１２．８万人 
（２３．４％） 

入院精神障害者 
３３．３万人（１０．３％） 

身体障害者（児）数は平成１８年の調査等、知的障害者（児）数は平成１７年の調査等、 
精神障害者数は平成２０年の調査等による推計。 
なお、身体障害者（児）には高齢者施設に入所している身体障害者は含まれていない。 

【厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部作成】 0% 20% 40% 60% 80% 100%

大阪府 持ち家 
53.4% 

民間賃貸住宅 
16.9% 

公営住宅 
10.5% 10.3% 

公営住宅における障害者世帯の入居の状況 

■障害者世帯向けとして管理している公営住宅の戸数※ 

 ※原則として、優先入居のうち、障害者に限定して募集を行っている公営住宅の戸数 

⇒平成20年度末時点において 22 620戸

資料：東京都：平成20年度東京都福祉保健基礎調査「障害者の生活実態」より 
    大阪府：平成19年度大阪府健康福祉部障がい保健福祉室「大阪府障がい者生活ニーズ実態調査」より 

■全国における全世帯の住まいの状況 
公営の借家 

4 3% 2 9%

1.9% 

東京都 

全 国 
⇒平成20年度末時点において、22,620戸

   （実際の障害者世帯の入居戸数は、これより多いと考えられる。） 

25,000 
戸 

18 048 19,001 19,282 19,568 
22,620 

持ち家 
62.9% 

持ち家 
47 6%

民営借家 
27.8% 

民営借家 
39 6%

4.3%

公営の借家 
4.9% 

2.9% 

0.2% 

3.6% 
4.1% 

0.2% 

大阪府 

10,000 

15,000 

20,000 18,048 19,00147.6% 

持ち家 
55.3% 

39.6%

民営借家 
32.5% 

公営の借家 
6.6% 1.8% 3.7% 

0.1% 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 
持ち家 民営借家 
公営の借家 都市再生機構・公社の借家 
給与住宅 その他 
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5,000 
H16 H17 H18 H19 H20 年度 

資料：平成20年度住宅・土地統計調査 （参考）公営住宅の全管理戸数は218.3万戸（H20年度末時点） 



（４）障 害 者 保 健 福 祉 に つ い て（厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部作成） 

○「障害者自立支援法」は廃止し 「制度の谷間」がなく サービスの利用者負担を応能負担とする障がい者総合○「障害者自立支援法」は廃止し、「制度の谷間」がなく、サ ビスの利用者負担を応能負担とする障がい者総合
福祉法（仮称）を制定することとされている。 

 
○この「障がい者総合福祉法（仮称）」の検討のために、厚生労働省においては、本年４月に障がい者制度改革推

進会議の下に総合福祉部会を設置し 検討を開始したところであり 障害者の方々や事業者などの現場の方々進会議の下に総合福祉部会を設置し、検討を開始したところであり、障害者の方々や事業者などの現場の方々
をはじめ、様々な関係者の御意見など十分に聞きながら、検討を進めていくこととしている。 

参考 
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【高齢者人口の増加】 【要介護高齢者数の増加】

（５）高 齢 者 世 帯 の 現 状 

【高齢者人口の増加】

2 567
2,941 

3,378 
3,590 3,635 

（万人）  （万人） 
721 1.7倍 

577 
645 

5002,567
417 

500

（平成 年度は 総務省「平成 年国勢調査
（平成１７年度は、厚生労働省「平成１７年度 介護保険事業状況報告（年報）」。

 （Ｈ１７）       （Ｈ２２）       （Ｈ２７）     （Ｈ３２）      （Ｈ３７） 
（Ｈ１７）      （Ｈ２２）      （Ｈ２７）     （Ｈ３２）     （Ｈ３７） 

【高齢者の住まいの現状】 
【単身高齢者世帯・高齢者夫婦世帯の増加】 

（平成１７年度は、総務省「平成17年国勢調査」 、
 平成２２年度以降は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成１８年１２月推計）」） 

（平成１７年度は、厚生労働省 平成１７年度 介護保険事業状況報告（年報）」。
 平成２２年度以降は、 
   国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成１８年１２月推計）」及び 
   厚生労働省「平成１７年度 介護保険事業状況報告（年報）」をもとに、国土交通省推計。） 

（１戸を１人として換算）
（万世帯） 高齢者単身・夫婦世帯数 

施設計

約143.5万人 
（１戸を１人として換算）

1,000万世帯（19.9%） 

施設計
134.2万人 
住宅計 
9.3万戸 

1,245万世帯（24.7%） 

（厚生労働省・国土交通省調べ。） 

※ 有料老人ホームは、 H21.7時点 
  シルバーハウジング及び高優賃等は、H22.3末時点 
  上記以外は、H20.10時点 
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■単身高齢者世帯   ■高齢者夫婦世帯   
■高齢者がいるその他の世帯  ■その他の世帯 

（国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（2008年3月推計）」 
 及び総務省「平成17年国勢調査」をもとに、国土交通省作成。） 



課  題 現行法制度 

（６）高齢者住まい法の改正について 

◎高齢者居住安定確保計画

◎基本方針 

高齢者住まい法 

  
高齢者向け賃貸住宅 

  
●医療・介護事業者との連携が不十分

（賃貸借契約による賃借権方式） （国土交通大臣・厚生労働大臣） 

（都道府県） 

○高齢者円滑入居賃貸住宅（高円賃） －高齢者の入居を拒まない住宅－ 

◎高齢者居住安定確保計画 ●医療・介護事業者との連携が不十分 
  （生活支援サービスの提供は任意） 
 
●行政の指導監督が不十分 
 

《登録基準》 ①床面積(原則25㎡～)  ②設備（洗面、便所の必置） 等 

《内容》 高齢者賃貸住宅･老人ホームの供給目標、供給促進の確保等 

◎高齢者賃貸住宅の供給 

登録登録

《 定基準》 床 積 備 加 バ 構造

 
●高齢者に適した住まいの絶対的不足 
 

○高齢者専用賃貸住宅 （高専賃） －専ら高齢者を受け入れる住宅－ 

《指導監督》 住宅の管理に関する報告徴収、基準適合指示

登録基準、指導監督は高円賃と同様  

○高齢者向け優良賃貸住宅（高優賃） －良好な居住環境を備えた住宅－ 

≪≪登録登録≫≫  

≪≪登録登録≫≫  

定定《認定基準》 床面積、設備に加え、 バリアフリー構造、  
        入居者公募等の基準あり 
《指導監督》 住宅の整備・管理に関する報告徴収、改善命令等 

●高齢者の住まいの制度が複雑 
 
 
●居住の安定性が弱い 
  （要介護となった場合の居室移動や、入院した

場合の入居契約解約を余儀なくされるケース）
◎終身建物賃貸借（借家人の死亡時に終了する借家契約） 

≪≪認定認定≫≫  

場合の入居契約解約を余儀なくされるケース） 
  
●入居一時金に関するトラブル 
  （入居後すぐに解約しても初期償却が大きく一

時金が返金されないケース など） 

◎有料老人ホ ムの届出

◎住宅のバリアフリー化に対する支援措置

老人福祉法 

◎有料老人ホームの届出 
  －老人を入居させ、介護、食事提供等の便宜を供与する事業を行う施設－ 
  《指導監督》施設の運営に関する報告徴収、立入検査、改善命令 等 

有料老人ホーム 
（利用権方式が多い） 

消費者保護と供給促進の観点から「サービス付き高齢者住宅」について検討。 
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（７）子育て世帯、障害者世帯、高齢者世帯を取巻く課題① 

民間賃貸住宅における入居者制限の現状

○子育て世帯や障害者世帯、高齢者世帯など、世帯の特性に応じた適切な居住の確保や住み慣れた地域で住み続け
られる環境づくりが課題 

民

○入居者制限を行っている家主は、全体の１５．８％（前回調査より減少）。 
○入居者を制限する理由としては、「習慣・言葉の違い」「居室内での死亡事故」「他の入居者との協調性」「家賃の支払い」 等に対する不安が多い状況。  

 入居者制限を行っている家主の割合   

平成１４年度 ： ２５．３％ → 平成１８年度 ： １５．８％  ＜ △９．５％ ＞ 

 入居者制限の対象  入居者制限の理由 

資料：（財）日本賃貸住宅管理協会調べ 
11 



住宅ストックとニーズのミスマッチ （世帯人数と住宅規模にミスマッチが発生）

（７）子育て世帯、障害者世帯、高齢者世帯を取巻く課題② 

住宅ストックとニ ズのミスマッチ （世帯人数と住宅規模にミスマッチが発生）

５人以上世帯 

持家世帯類型別床面積構造(平成20年) 
４人以上世帯の持家住宅の２９％は 
１００㎡未満（２７５万世帯） 

(19.2%)

高齢夫婦

高齢夫婦以外の …

３人世帯 

４人世帯 

(35.8%) 

(19.2%)

0  100  200  300  400  500  600  700  

65歳未満の単身 

65歳以上の単身 

高齢夫婦

万世帯

６５歳以上の単身及び夫婦の持家住宅
の５７％は１００㎡以上（３９２万世帯） 

(62.7%) 

(48.0%) 

住宅のバリアフリー化の状況 （持家に比較し借家のバリアフリー化が進んでいない） 

万世帯

～４９㎡ ５０㎡～６９㎡ ７０㎡～９９㎡ １００㎡～１４９㎡ １５０㎡～

資料）住宅・土地統計調査〔総務省〕をもとに推計 

全体 持家 借家 
 

高齢居住 

住
戸

(

専
用

ＡＢＣいずれかに対応 33.8% 44.3% 18.6% 42.0%

Ａ：手すり（２ヶ所以上） 
Ｂ：段差のない屋内 
Ｃ：廊下幅が車椅子通行可 

戸
内 

用
部
分) Ａ又はＢに対応（一定対応） 30.0% 39.6% 16.2% 36.9%

２箇所以上の手すりの設置、屋内の
段差解消及び車いすで通行可能な
廊下幅のいずれにも対応 

高度のバリアフリー化 ＡＢＣ全て対応（３点セット） 7.8% 10.6% 3.9% 9.5%

【資料】 平成20年 住宅・土地統計調査［総務省］    
  ※「高齢居住」欄は、65歳以上の者が居住する住宅における比率 
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２ 住宅セーフティネットに関する取組みについて２．住宅セ フティネットに関する取組みについて



住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅 供給 促進に関する基本方針住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅 供給 促進に関する基本方針

（１）住宅セーフティネット法の概要（平成19年７月６日公布、施行） 

 
 

 

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する基本方針住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する基本方針（国土交通大臣策定、平成（国土交通大臣策定、平成1919年年99月月44日）日）【【第４条第４条】】  

 

 【公的賃貸住宅】の供給の促進 【民間賃貸住宅】への円滑な入居の促進 

 

国及び地方公共団体 
 

国及び地方公共団体 

 住宅確保要配慮者の事情を勘案し、既存ストックの有効活用を図りつ
つ、適切な公的賃貸住宅の供給の促進【第５条】 

 

入居者の選考に当たり、住宅確保要配慮者の居住の安定に配慮【第５条】

公的賃貸住宅の管理者 
 

民間賃貸住宅を賃貸する事業者 

住宅確保要配慮者及び民間賃貸住宅の賃貸人に対する支援【第６条】 

国及び地方公共団体が講ずる施策に協力【第６条】及 方公共団体 講ず 施策 協 【第 条】

 

 国及び地方公共団体 
賃貸住宅に関する適切な情報の効果的かつ効率的な提供、相談の実施【第７条】 
住宅確保要配慮者の生活の安定及び向上に関する施策等との連携【第８条】 

＜地域住宅計画＞ 
地方公共団体は、地域住宅計画に公的賃貸住宅の整備及び管理に関する
事項等を記載【第９条】 

＜居住支援協議会＞ 
地方公共団体、宅建業者、賃貸住宅管理業者、居住支援団体等は、居
住支援協議会を組織できる【第10条】 

 

 
 
 

入居の円滑化のための枠組み整備 
○高齢者の住まい等に関する情報の提供 
○解雇・雇止めにより住居の退去を余儀なくされる者に対する、民
間賃貸住宅等に関する情報の提供等

 

 公営住宅 
 ○住宅セーフティネットの中核として、真に住宅に困窮する低額所得者

に的確に供給 
 ○優先入居等の措置 
地域優良賃貸住宅等（高優賃 特優賃 再編）

地域に た重層的か 軟な住宅セ ネ ト 構築

間賃貸住宅等に関する情報の提供等
○家賃債務保証等に関連する情報の提供 
○災害時における民間賃貸住宅の空家情報の被災者への提供等 

地域優良賃貸住宅等（高優賃・特優賃の再編）
 ○民間主体等による良質な賃貸住宅の供給の促進（整備費・家賃減額助成） 
 ○優先入居等の措置 

地域に即した重層的かつ柔軟な住宅セーフティネットの構築
－高齢者、障害者、子育て世帯等の住宅の確保に特に配慮を要する者に対する賃貸住宅の供給を総合的に推進－ 

※住宅確保要配慮者：低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子どもを育成する家庭等住宅の確保に特に配慮を要する者 
 公的賃貸住宅：公営住宅、地域優良賃貸住宅（特優賃、高優賃）、機構賃貸住宅、公社賃貸住宅等 
 民間賃貸住宅：公的賃貸住宅以外の賃貸住宅  14 



（２）重層的かつ柔軟な住宅セーフティネットの構築 

入居の円滑化のための枠組みの整備

地域優良賃貸住宅 

入居の円滑化のための枠組みの整備 

公営住宅を補完する公的賃貸住宅

・ 高齢者、障害者、外国人、子育て世帯

の入居を受け入れることとする民間賃

公営住宅 
・公営住宅を補完する公的賃貸住宅

（特優賃、高優賃）を地域優良賃貸住
宅へ再構築 

・ 地域の創意・工夫を活かしながら、施

策対象を高齢者 子育て世帯等に重
セーフティネットの
中核として 真に

貸住宅及びNPO等と連携した居住支
援サービス 

・リスク軽減のための制度インフラとし
て、家賃債務保証制度の整備、トラブ

策対象を高齢者、子育て世帯等に重
点化し、入居者負担軽減のための助
成、質の向上のための助成を的確に
実施 

中核として、真に
住宅に困窮する者
に公平かつ的確に
賃貸住宅を供給 

ル防止のための環境整備等を推進 

交付金等による支援 15 



（３）公 営 住 宅 の 現 状 

公営住宅の建設年度別ストック数の推移 昭和20年代 

1% 昭和30年代 

5%平成7年以

降
（千戸） 

100  

120  

築後35年以上 84万戸（38％） 
昭和40年代 

32% 昭和60年代 

19% 

降 

16% 

昭和20年代 

昭和30年代 

昭和40年代

全管理戸数：218.3万戸（H20年度末時点） 

40

60  

80 
昭和50年代 

27% 

昭和40年代

昭和50年代 

昭和60年代 

平成7年以降 

0  

20  

40 

S20 S25 S30 S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H20S20 S25 S30 S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H20

・地方公共団体による整備費を軽減 整備費助成 家賃低廉化助成 
家賃低廉化事業の助成期間

公営住宅の整備・家賃低廉化助成に対する国の支援の概要 

（概ね45％を国が負担） 

概ね45% 社会資本整備総合交付金 
（国） 

建

・近傍同種家賃※１と入居者負担基
準額※２の差額の概ね45％を国
が負担 

・結果的に、整備時の地方債償還
負担を軽減 

整備手法 助成期間 

建設・買取り（用地取得あり） 20年 

建設・買取り（用地取得なし） 10年 

家賃低廉化事業の助成期間

概ね45% 

建
設
費 

近傍同種家賃 

地方債 

（充当率100%）

○ 整備費の地方負担
分は国からの助成
と入居者からの家
賃等で回収 

 

家賃低廉化助成（国） 

家賃低廉化助成（地方） 

応能応益家賃 
（ 者負 ）

入居者負担基準額 

※１ 近 傍 同 種 家 賃 ： 近傍同種の住宅の時価、修繕費、管理事務費等を勘案して定めるもので、当該公営住宅と同等の賃貸住宅の利用対価として通常入居者が支払うべき
賃料として算定されるもの。公営住宅の入居者が支払う家賃の上限となる額。 

（充当率100%） （入居者負担）

※２ 入居者負担基準額： 国による家賃低廉化助成の基準となる額で、入居者の収入に応じて設定される「家賃算定基礎額」に、当該公営住宅の立地条件に応じた「市町村立
地係数」、当該公営住宅の床面積の広狭に応じた「規模係数」、当該公営住宅の老朽化の程度に応じた「経過年数係数」を乗じた額。 16 



（４）公営住宅における子育て世帯、障害者世帯、高齢者世帯の取扱い 

 公営住宅は、憲法第25条（生存権の保障）の趣旨にのっとり、公営住宅法に基づき、国と地方公共団体が協力して、住
宅に困窮する低額所得者に対し 低廉な家賃で供給されるもの宅に困窮する低額所得者に対し、低廉な家賃で供給されるもの。

 ○地方公共団体は、公営住宅を建設（又は民間住宅を買取り・借上げ）して管理 
 ○国は、整備及び家賃の低廉化に要する費用の概ね45％を、社会資本整備総合交付金により支援。 

１．整備・改善

①新たに整備される公営住宅については、整備基準（※）において、バリアフリー対応等を標準仕様化。 
②心身障害者に特に必要な設備工事費については、助成対象限度額を引き上げて支援。 
③新築だけでなく、既存の公営住宅についても、障害者向け改善やバリアフリー化、エレベーター設置等の改善工事について助成。 

・同居親族要件（※）について、同居している親族があることを原則としているが、障害者世帯、高齢者世帯については、単身入居が可

２．入居者資格 

○障害者世帯、高齢者世帯 
同居親族要件 について、同居している親族があることを原則としているが、障害者世帯、高齢者世帯については、単身入居が可

能。 
・入居収入基準（※）について、月収15万８千円（収入分位25％）以下を原則としているが、障害者世帯、高齢者世帯については、地方公

共団体の裁量により、月収21万４千円（収入分位40％）まで基準の引き上げが可能。 
○子育て世帯

３．優先入居

○子育て世帯

・入居収入基準（※）について、月収15万８千円（収入分位25％）以下を原則としているが、小学校就学前の子どもを有する子育て世帯

については、地方公共団体の裁量により、月収21万４千円（収入分位40％）まで基準の引き上げが可能。 

○子育て世帯や障害者世帯、高齢者世帯等、特に居住の安定の確保が必要な者について、地方公共団体の判断により、入居選考におい

て優先的に取り扱うことが可能。   （倍率優遇方式、戸数枠設定方式、ポイント方式） 

３．優先入居

４ 目的外使用

○社会福祉法人等に対し、公営住宅を障害者や高齢者向けのグループホーム・ケアホーム等として使用させることが可能。 

※地域主権一括法により、「同居親族要件」については廃止、「整備基準」、「入居収入基準」については、条例委任予定。 

４．目的外使用

17 



（５）地域優良賃貸住宅における子育て世帯、障害者世帯、高齢者世帯の取扱い 

    
１．目的 
 高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯等各地域における居住の安定に特に配慮が必要な世帯の居住の用に
供する居住環境が良好な賃貸住宅の供給を促進するため、民間事業者等が行う賃貸住宅の整備や家賃の減額
に対し、国・地方公共団体が助成を行う。〔地域優良賃貸住宅制度要綱（平成19年３月28日付け国住備第160号）〕 

  

（１）整備（建設、改良）に対する助成 
国は、入居者資格を以下の対象世帯とする地域優良賃貸住宅の整備について、地方公共団体が事業主体

に助成する費用（共同施設等整備費の２／３等）の概ね45%を社会資本整備総合交付金等により助成を行

２．制度概要

に助成する費用（共同施設等整備費の２／３等）の概ね45%を社会資本整備総合交付金等により助成を行
う。（収入分位０～80%（但し、高齢者世帯以外の場合、収入分位０～25%は所得の上昇が見込まれる
者）） 

 

      ・高齢者世帯   ・障害者等世帯   ・子育て世帯（同居者に18歳未満の者がいる者）   ・災害被災者等 
 

（２）家賃低廉化のための助成 
国は、地域優良賃貸住宅に、以下の対象世帯が入居する際に、地方公共団体が事業主体に対して行う家

賃低廉化のための助成に係る費用（１世帯当たり４万円／月を上限）の概ね45%を社会資本整備総合交付金
等により地方公共団体に対して助成を行う。等により地方公共団体に対して助成を行う。

 
 
 

① 収入分位０～40％である以下の対象世帯   
 ・高齢者世帯  ・障害者等世帯 ・小学校卒業前の子どもがいる世帯  ・災害被災者等  等 
② 収入分位０～25％で、所得の上昇が見込まれる者 

 
地域優良賃貸住宅制度のイメージ 

３．平成20年度末管理戸数 
    

    

般 型（特優賃等） 戸    一 般 型（特優賃等）  ・・・ 157,553戸

    高齢者型（高優賃等） ・・・  32,657戸 
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住宅確保要配慮者（低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子供を育成する家庭その他住宅の確保に特に配慮を

（６）住宅セーフティネット法に基づく居住支援協議会の概要 

要する者）の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進を図るため、地方公共団体や関係業者、居住支援団体等が連携
（住宅セーフティネット法第10条第１項）し、住宅確保要配慮者及び民間賃貸住宅の賃貸人の双方に対し、住宅情報
の提供等の支援を実施。 

○ 概要 ○ 概要 

（１）構成 
・ 地方公共団体の住宅担当部局及び自立支

居住支援協議会  地方公共団体の住宅担当部局及び自立支
援、福祉サービス等担当部局 

・ 宅地建物取引業者や賃貸住宅を管理する事
業を営む者に係る団体 

・ 居住に係る支援を行う営利を目的としない法 居住支援団体
不動産関係団体 

人     等により構成 
 

（２）役割 
・ 居住支援に関する情報を関係者間で共有・
協議した上で 住宅確保要配慮者及び民間

居住支援団体
 

ＮＰＯ法人 
社会福祉法人等 

宅地建物取引業者 
賃貸住宅管理業者 
家賃債務保証業者 

家主等 
相談支援事業者 

居住サポート事業者 
協議した上で、住宅確保要配慮者及び民間
賃貸住宅の賃貸人の双方に対し必要な支援
を実施 

・上記の本来の役割に加え、生活福祉・就労
支援協議会と連携して、離職者の居住の安

地方公共団体 
 

都道府県 
市町村

定確保等も推進 
 

（３）経緯 
・ 平成１９年７月に施行された住宅セーフティ
ネット法第１０条に規定

市町村

ネット法第１０条に規定 
・愛知県及び福岡市で設置済み 
・愛知県においては、離職者の民間賃貸住宅
への入居の円滑化を推進 

生活福祉・ 
就労支援協議会 地域住宅議会 
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◇市街地再開発事業等により、子育て支援施

（７）まちづくりに関連して整備される子育て支援施設等への支援 
 
◇保育所等に関する容積率制限の緩和◇市街地再開発事業等により、子育て支援施

 設等を整備する場合の助成 
  

 ○市街地再開発事業等により、子育て支援施設等 
  を整備する場合に下記の費用を助成対象とす

◇保育所等に関する容積率制限の緩和
 （総合設計制度） 
  

 ○特定行政庁の許可に基づき、公開空地の確保等 
       による容積率の割増しと併せて、保育所等の床 

る。 
 

  ① 子育て支援施設（公的助成又は住民等の自主 
            的運営による育児スペース）の整備費 
  ② その他社会福祉施設等を併設する場合の躯体

 

       面積相当分の容積率の割増しを可能とする。 
  

 ○対象建築物：保育所等を設置する駅、駅近傍の  
        建築物、大規模な共同住宅 等 
  ② そ 他社会福祉施設等を併設する場合 躯体

            工事費等（建築物全体の15%を限度） 
 
◇共同住宅について、子育てを支援する改修 

を行う場合の助成（優良建築物等整備事業）

 
※総合設計制度  
  

 ○敷地内に一定の公開空地を設けるなど、市街地環境の整  を行う場合の助成（優良建築物等整備事業）
  

 ○子育てを支援する環境を整備するための改修 
      （託児スペースの設置、防犯対策等）を行う場 
  合に助成対象とする。

    備改善に資すると認められる場合に、容積率制限や道路 
  斜線制限などの高さ制限を緩和することができる。 

 

 
 
 

象
 
 
 

（事例） 酒田中町三丁目地区第一種市街地再開発事業 （事例） 酒田中町三丁目地区第一種市街地再開発事業 （事例） 葛飾区東金町プロジェクト （事例） 葛飾区東金町プロジェクト 

児童センター 子育て支援施設      児童センタ 子育て支援施設
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高齢者・障害者・子育て世帯の居住の安定に資する先導性の高い取組みを支援するため、国が民間事業者等から、広く提案を募集し、学
識経験者等の評価を踏まえ選定を行う。

（８）高齢者等居住安定化推進事業の概要 

A 一般部門 ＜主な要件＞

識経験者等の評価を踏まえ選定を行う。

①生活支援サービス付高齢者専用賃貸住宅部門 

公募の内容 特定部門の内容 

A 般部門
  評価委員会による個別審査・評価 
 
ハード・ソフトにおいて先導性の高い提案 
 
（例） 

  ＜主な要件＞
  ○ 住宅の要件 

・面積原則25㎡以上 
・原則、台所、水洗便所、収納設備、浴室の設置 
・バリアフリー化 

  ○ サービスの要件 
・緊急通報及び安否確認サービスの提供 （例）

・ 先導性の高い高齢者の住まいの新築・改築 
・ 協働型居住の試み 
・ 高齢者への安心・見守りサービスの提供 
・ 高齢者の住まいに関する情報提供・相談業務 
・ 障害者世帯・子育て世帯の居住の安定確保に資す 

る取り組み

・社会福祉法人・医療法人の職員、ケア関係の有資格者等による対応 
  ＜補助対象＞ 

○ 高齢者専用賃貸住宅の新築・改修費 
○ 高齢者の生活相談スペースやデイサービスセンター等の新築・改修費 

 

②ケア連携型バリアフリー改修体制整備部門 る取り組み

 
 

B 特定部門 
  評価委員会による包括評価 

  ＜主な要件＞ 
   ○ ケアの専門家と設計者・工務店により連携

体制が構築されること 
○ 連携体制のイメージ例 

・医療法人等と地域の工務店により構成 
されるグル プ

住宅改修グループ 
ＯＴ・ＰＴ等のケアの専門家と設計士・工務店の連携体
制が構築されていること 

   ○研修、情報提供、普及啓発、アセスメント等 
個 住宅 改修

②ケア連携型バリアフリ 改修体制整備部門

 

B-1 生活支援サービス付高齢者専用賃貸住宅部門 
 
 生活支援サービス付きの高齢者専用賃貸住宅の整備 
 

B-2 ケア連携型バリアフリー改修体制整備部門 

されるグループ
・地方公共団体の関与のもとに設置され 
 た協議会等でケアの専門家や設計者、

工務店等で構成されるもの 
  ＜補助対象＞ 

○ 研修、情報提供、普及啓発、アセスメント 
等にかかる費用

   ○個々の住宅の改修

改修 

・ 

補助金 

改修申込 

・ 

改修工事費等 

改修申込 

・ 

改修工事費等 

改修 

・ 

補助金 

改修申込 

・ 

改修工事費等 

改修 

・ 

補助金 

 
 ケアの専門家と設計者・施工者の連携体制により行 
 われるバリアフリー改修及び体制整備 
 

B-3 公的賃貸住宅団地地域福祉拠点化部門 

 等にかかる費用
○ 要介護者等の個々の住宅の改修 

 

・・・・・ ・・・・・ 

  ＜主な要件＞ 
  ○ 公的賃貸住宅団地内に高齢者・障害者・子育て支援施設を整備すること 

③公的賃貸住宅団地地域福祉拠点化部門 

 
 公的賃貸住宅団地の福祉拠点化に資する高齢者支 
 援・障害者支援・子育て支援施設の整備 
 

余剰地 

  ○ 地域住民・団地居住者に対して生活相談等のサービスを提供すること 
  ○ 公的賃貸住宅団地の管理者が推薦する者または公募により選定した者 等 
  ＜補助対象＞ 
  ○ 高齢者・障害者・子育て支援施設の新築・改修費 
  ○ 高齢者専用賃貸住宅・グループホーム等の新築・改修費 
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◇高齢者等の住み替え支援制度

（９）高齢者等の住み替え支援制度の概要 

◇高齢者等の住み替え支援制度
 高齢者等の所有する戸建て住宅等を広い住宅を必要とする子育て世帯等へ賃貸する
ことを円滑化する制度により、子育て世帯等に広い住生活空間を提供するとともに、
高齢者の高齢期の生活に適した住宅への住み替え等を促進。 

高齢者等の住み替え支援事業のスキーム 高齢者等の住み替え支援事業のスキーム 

借上げ主体 

（一般社団法人等） 

借り上げ 
賃貸（定期借家契約を活用） 

※借り上げ主体は高齢者の
死亡時まで継続して契約

子 育 て 世 帯 等
へ 高齢者世帯等 賃

料

賃
料

準備金

（賃料差額の一部を留保して、 

空き家リスクに備える） 

異常に空き家が生じた場合のリスクに対する保証 
料料

基金  

○高齢期に適した住宅への住み替え 

○Ｕターン等による地方への住み替え 
国 

移住・住みかえ支援機構の事業開始（平成１８年１０月）からの制度活用実績は、 

   情報会員登録２,９３４件、制度利用申し込み３４２件、入居者決定１９９件 （平成２２年９月１６日現在） 
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 賃貸住宅の家賃等に係る債権の取立てに関して不当な行為が発生する等の家賃の支払に関連する賃貸住宅の賃借人の居住をめぐる状況に
かんがみ、賃貸住宅の賃借人の居住の安定の確保を図るため、家賃債務保証業の登録制度の創設、家賃に係る債務の弁済に関する情報の収集
及び提供の事業を行う者の登録制度の創設、家賃関連債権の取立てに関する不当な行為の禁止等の措置を講ずる。 

（10）賃借人の居住の安定を確保するための家賃債務保証業の業務の適正化及び家賃等の取立て行為の規制等に関する法律案 

 
○少子高齢化、人間関係の希薄化等により、連帯保証人の確保が困難 
 

 
○鍵の交換、深夜に及ぶ督促等、家賃等の悪質な取立て行為の発生  

賃貸借契約における家賃債務保証サ ビスの割合

家賃の支払いに関する課題 

家賃債務保証業をめぐる消費者トラブルに関わる相談件数

 

法案の審議経過 
 
◆平成22年３月２日 

参議院へ提出

第174回国会 

 
 
 
 

賃貸借契約における家賃債務保証サービスの割合

・

連帯保証人のみ
の契約58.5% 

債務保証サービスのみ 
   24.8% 

どちらもなし2.1％ 
14倍以上増

加 

家賃債務保証業をめぐる消費者トラブルに関わる相談件数
 

 参議院へ提出 
 
 
◆４月12日 
  国土交通委員会へ

付託 約４割  
 
 
 
 
 

連帯保証人 
＋債務保証サービス 
 14.7% 

資料：（財）日本賃貸住宅管理協会 資料：（独）国民生活センター 

 
 
◆４月20日 
  国土交通委員会に

おいて可決
 
 

・登録の義務付け

①家賃債務保証業の登録制度 
 

②家賃等弁済情報データベース 
の登録制度 

＜データベース作成事業者＞  
家賃債務保証業者 住宅の賃貸事業者 賃貸

③家賃等に係る債権の取立てに関
する不当な取立て行為の禁止 

法規制の概要 
おいて可決 

 
 
◆４月21日 
  本会議において可

決（全会一致） 
登録の義務付け

  

・保証委託契約締結の前後の書面交付義務 
 

・暴力団員等の使用の禁止 
 

・勧誘時の虚偽告知等の禁止 
 

・誇大広告の禁止

・登録の義務付け      
・業務規程の作成・届出義務  
 →国土交通大臣による変更命令 
  ・収集・提供する弁済情報の内容 
  ・情報漏洩防止措置・苦情の処理に関する事項 

・賃借人への情報開示 

・ 家賃債務保証業者、住宅の賃貸事業者、賃貸
   管理業者による不当な取立て行為の禁止 
      （取立ての委託先も含む。） 
 

＜禁止行為＞ 
（１）面会、文書送付、貼り紙、電話等の手法を問わず、 
      人を威迫すること

 
◆４月21日 
  衆議院へ送付 
 
 

 

・14.6％超の違約金を定める契約の禁止 
 

・暴力団員等への求償債権の譲渡禁止 
 

・帳簿の備付け 
 

・業務改善命令・監督処分 
 

・加入業者の名簿縦覧

・秘密保持義務      
・業務改善命令・監督処分 
・罰則（無登録営業:１年以下の懲役又は 
     100万円以下の罰金） 
＜加入業者＞

（２）人の私生活又は業務の平穏を害するような言動 
 

（例）・鍵の交換等（ドアロック） 
  ・動産の持ち出し・保管 
  ・深夜・早朝の督促 
  ・これらの行為を予告すること 
               

罰則

◆５月25日 
  国土交通委員会へ

付託 
 
 

 家賃債務保証業者の業務の適正な運営の確保を図るとともに、家賃等の悪質な取立て行為を排除すること等により、 
賃貸住宅の賃借人の居住の安定確保を図る。 

・罰則（無登録営業:５年以下の懲役 
     又は1,000万円以下の罰金） 

加入業者
・情報提供時：賃借人の同意取得義務 
・情報利用時：賃借人の同意取得義務       

・罰則（２年以下の懲役又は300万円以下の罰金）
◆６月16日 
  国土交通委員会及

び本会議の議決に
より継続審査へ 
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３ 具体の取組み事例３．具体の取組み事例



民間住宅あんしん入居事業（横浜市）

（１）安心して居住できる民間賃貸住宅の誘導施策の事例 

民間住宅あんしん入居事業（横浜市）

 家賃等の支払能力はあるものの保証人がいないこと等を理由に民間賃貸住宅への入居を断られてしまう高齢者等に、「入居
支援」と「居住支援」を行うことで、民間賃貸住宅への入居をしやすくし、安心して自立した生活ができるようにする事業 

○制度対象者は、高齢者、障害者、外国人、特定疾患患者、
ひとり親家庭、配偶者等からの暴力被害者、生活保護受給
者 児童福祉支援等退所者 ホ ムレス自立支援施設退

Point 

者、児童福祉支援等退所者、ホームレス自立支援施設退
所者。 

○市に登録している協力不動産店を通じ、利用資格要件を
有する世帯に、保証人がいなくても入居の斡旋を行う。市の
指定する保証会社と保証契約を結ぶことにより、家賃等の
滞納保証を行う。低所得者世帯等には、保証会社に支払う
保証料について、市が一部助成。 

○区役所、その他の多様な主体との連携による居住支援の
提供。 

システムの概念図 
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北九州市すこやか住宅改造助成事業 

（２）ケアの専門家と設計者・施工者の連携体制の事例 

NPO法人 社会福祉法人市 
登録

 介護を必要とする高齢者や障害者などが居住している住宅を、身体状況に配慮した仕様（段差解消等）に改造する際に、ケアの専門
家や設計者・施工者等による相談受付や訪問診断等を実施するとともに、工事費用の全部または一部を助成する事業 

人
北九州市すこやか 
住宅推進協議会 

社会福祉 人
北九州市福祉事業団 

市

相談・受付 

窓口相談、訪問相談 
ケアマネジャーへの相談業務依頼、報酬支払

建築士
（外部登録） 

研修 

登録 対応

対応 

対応 

委託
PT・OT派遣業務 

訪問診断 
市担当職員、ケアマネジャー、建築
士、ＰＴまたはＯＴ、施工業者による
訪問

建築士派遣業務 
 

業務依頼、報酬支払

施工業者 
研修 

登録  対応 

委託

PT・OT 
（福祉事業団職員）

対応 

見積審査業務 
工事完了確認業務 

見積審査業務 
・介護保険審査（介護保険課） 
・すこやか住宅改造助成審査 

訪問

報償費 
 

見積提出 

（福祉事業団職員）

施工 

完 確認

委託 

建築士

対応 

対応
ケアマネ 

対応
完了確認

請求 

建築士 
（すこ協職員） 
※見積審査・ 
完了確認対応 

対応

対応 
対応 

対応

介護保険料給付 
助成金交付 
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●釧路町型コレクティブハウジング（北海道釧路町）

（３）公的賃貸住宅団地地域福祉拠点化の事例① 

●釧路町型コレクティブハウジング（北海道釧路町）

公営住宅団地において、福祉施策との連携により、誰もが安全・安心して暮らせる環境づくりを目指す
とともに、団地内のふれあい交流空間（地域コレクティブセンター）を地域住民にも開放することで、絵
代 交流やふれあ がふまれ 釧路 ら ホ ムな ク ブ ウジ グ 展開を目指すも代の交流やふれあいがふまれ、釧路町らしいアットホームなコレクティブハウジングの展開を目指すも
の。 

釧路町型コレクティブハウジングの展開イメージ 釧路町型コレクティブハウジング整備事例 

○公営住宅（遠矢団地） 

 T1棟：20戸（H18年入居開始） 

     一般公営住宅14戸、シルバーハウジング６戸 

 T2棟（20戸）はH20年度入居、T３棟（20戸）は、H22年度以
降建設予定

・茶話会、食事会 

・趣味・娯楽活動 

・在宅介護支援活動拠点 

・託児  など 

・デイサービス 

・給食・入浴サービス 

など 

既存児童福祉施設 

連携 

公営住宅 

様々な世帯 

地域住民 降建設予定

○遠矢コレクティブセンター「ピュアとおや」 

  H18年供用開始、多目的室・集会室・交流サロン・団らん
室・LSA執務室等 

シルバーハウジング 

入居者集会所 地域交流センター 

安否確認（日中） 

相談（日中） 

生活相談員 

（LSA）

地域住民

（担い手＋サービスの受け手） 

福祉を担う人材 

（在宅介護支援協力員） 

補完 

利 用 

地域交流広場 共同庭園 連
携 

補
完 

対応 

緊
急
通
報 

安
否
確
認 

訪
問
活
動 

支 援

釧路東部消防組合 

釧路消防署 保健福祉センター「あいぱーる」 

（全町的福祉拠点） 

自宅等居住高齢者 

利 用 

支 援 

■釧路長コレクティブハウジングの基本的な考え方 

いろんな世代のふれあいにより、 

「こんにちは」「お帰り」「ただいま」などの言葉があふれるアットホームな空間づくり 
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●健軍くらしささえ愛工房〈熊本県営住宅：健軍団地〉 （熊本県熊本市）

（４）公的賃貸住宅団地地域福祉拠点化の事例② 

●健軍くらしささえ愛工房〈熊本県営住宅：健軍団地〉 （熊本県熊本市）

建替えとあわせて県営住宅１階に地域の福祉・交流拠点を整備。 

   NPOによる地域居住支援など、地域住民とのパートナーシップにより運営。 

介護相談、生活相談、
子育て相談等の総合的
介護相談、生活相談、
子育て相談等の総合的

障害者が働く喫茶・障害者が働く喫茶・

集会室 
子育て相談等の総合的
な相談窓口 
子育て相談等の総合的
な相談窓口 

障害者が働く喫茶
軽食サービス事業 
障害者が働く喫茶
軽食サービス事業 

高齢者のデイサービス・ 
夜間一時預かり・ 
配食サービス 

高齢者のデイサービス・ 
夜間一時預かり・ 
配食サービス 

子育て支援や子育て 
支援活動の実施 
子育て支援や子育て 
支援活動の実施 

【健軍団地１階平面図】 

実実
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さまざまなものが「混ざって暮す」ミクスチャ ハウス ／ ゴジカラ村役場株式会社

（５）平成22年度高齢者等居住安定化推進事業 選定事例（一般部門） 

共同提案者  

 ・吉田一平  

社会福祉法 愛知た う 杜

さまざまなものが「混ざって暮す」ミクスチャーハウス ／ ゴジカラ村役場株式会社  

■実施予定箇所 愛知県長久手町  

多世代賃貸住宅等運営する介護事業者が、大都市近郊市街地において、
・社会福祉法人愛知たいようの杜  

 ・NPO法人まちの縁側育くみ

  

多世代賃貸住宅等運営する介護事業者が、大都市近郊市街地において、
特養等実績を有する社会福祉法人等との共同提案として、多世代を対象と
した一般賃貸住宅と高専賃をコーポラティブ＆コレクティブ方式で建築し供
給するもの。   

高齢者専用賃貸住宅部 
 居室面積：25㎡ 設備：キッチン、浴室、洗面、トイレ、収納、緊急通報装置 
 共有部：共有キッチン、共有リビング、共有浴室、共有トイレ 
  仕様：全てバリアフリー構造、全室スプリンクラー完備 
 基礎サービス費30,000円  食費1日1500円 

一般賃貸住宅部 
 居室面積：25㎡～75㎡ 設備：キッチン、浴室、洗面、トイレ、収納 
 仕様：全てバリアフリー構造、全室スプリンクラー完備 

レストラン部  高齢者に対して食事を提供（一般入居者、施設部外者利用可能） 
訪問介護事業部 建物内に訪問介護事業所を配置  
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グ プ

（６）平成22年度高齢者等居住安定化推進事業 選定事例        公的賃貸住宅団地 
地域福祉拠点化部門 

公的賃貸住宅団地（伊丹西野第５住宅）障害者向グループホーム

県営住宅団地（1棟16戸）のうち、4戸を改修し、障害者向けGHとして使用。 

■代表提案者 ： 社会福祉法人いたみ杉の子  

■事業予定地 ： 兵庫県伊丹市 

■予定事業期間  ： 平成22年度～平成23年度 
※1ケアホームあたり定員4～5名 

■改修内容 
  ・浴槽の改修 
  ・給湯機器、空調設備の設置

2戸 2戸 

1ケアホーム 1ケアホーム 

既存建物１階平面図 
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